





































流経法学　第11巻 第 1 号
主要著書として、 『無因債権契約論』 （繁体字版〔学林、一九九八年〕 、簡体字版〔中国政法大学出版社、













































































地人）および台湾在住の外国人の民商事に関する事項については、土地に関する権利を除いて、日本の民商事法が適用されるが、台湾本島人および清国人の間の民商事 関する事項につ ては、特別の規定がない限り、引き続き現行の旧慣による、とされた。一九〇八年八月公布の「台湾民 令」は、この趣旨をさらに重ねて定めた。一九二二年末にその律令が廃止されるまでは、いわゆる「律令 期 特別統治期」と呼ばれ、台湾人の民事事件については、原則として清朝統治期 台湾旧慣を援用踏襲した
（５）
。前述の『台湾私法』による清統治















親族および相続に関する事項については、引き続いて台湾慣習が適用された。したがって、一九 三年一月一日から台湾に施行された民法は、現行の中華民国民法ではなくして、基本的にその当時に日本に適用されていたのと同じ日本民 であっ 。日本民法の財産法の部分は、台湾に全面的に施行され、清統治期の制度に大きな変更をもたらした。例えば、 「胎権」 日本民法の抵当権の規定が適用され、 「典」 日本民法の「不動産質権」になり、 「永佃」は「永小作権」になった
（８）
。他方、清朝統治期に残った旧慣がことごとく否定さ
れたわけではない。例えば、戦後の において民間金融 重要な地位を占めるよう なる「合会」は、民法の施行によって導入され のではなく、清朝統治期 下で既 盛んに行なわれていた（会、会仔） 。日本統治期には、台湾に来た日本内地人が日本から合会に類似する「講」 「無尽講」 「頼母子講」を台湾にも らし清朝 の合会制度 、 本民法の学説判例の洗礼を受けて新たな活力をも らした。一九九九年の 民法債権編改正にあ り、 「合会」が明文化されたのは、清朝統治期以来の法 発展 結果であ と言わ けばならない。
第二次世界大戦後、当時の中国を統治していた国民党政府は、台湾を接収し、一九四五年一〇月二五日に中
華民国民法を台湾に施行し、台湾 おける日 施行を終わらせた。しかし、二〇余年にわたる日本民法の台湾での施行は、政権の交代によってその歴史的痕跡を一切消し去 れ わけではない。ここでは、少なくとも次の二点を指摘しておきたい。第一に、日本民法における物権変動 動産については引渡し、不動産については登記を効力発生要件とするドイツ法の方式ではなく て フランス民法の意思主義を採用してい 。
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台湾民法に対する日本民法の影響
特に不動産売買については登記が効力発生要件ではないとされているので、この時期の台湾では、不動産売買の成立が物権変動を生ぜしめるか否かについては、日本民法の規定を適用しなければならないことになる。第二に、最高限度額抵当権（根抵当）が台湾 定着したのは日本民法のおかげと言わなければならない。日本民法は、一九七一年になってはじめ 抵当権の章に第四節根抵当を追加したが、根抵当自体は、民法施行前から既に取引の慣行となっており、一九〇二年に大審院 よってその有効性が確認されていたのである
（９）
。根抵当制





ロッパ大陸の最新の民商法典をモデルとする 民商法は、台湾における初期の限定的適用を経た後に全面適用となり、日本 相対的に健全でうまく運営 ていた司 裁判制 も相まって、 時では先進的 民商事立法を漸次台湾に定着、発展させていった。台湾民法に対する日本民法の影響はこれにとどま ず、台湾の現行民法の制定ないし台湾の民法学説の発展も日本から大きな影響を受けた。
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が、フランス民法の体系 採用 民 （旧民法）が公布されてまもなく、 論争が起きた。そ 、明治政府は 一八九三
（明治二六）
年に法典調査会を設置し、穂積陳重・富井政章・梅謙次郎の三人を起草委員に



















のことは、当然のことながら、列強 ら蹂躙されて た中国を大きく鼓舞するこ になった。中国法 近代化は、遅々 して進まなかった 、日本が先 道を切り開い ので 日本を通してヨーロッパの先進立法を継受することによって、成功への近道を得たとも言え 。ヨーロッパ民法の伝統を全くもたな 東アジアにおいて、日本が法律概念を漢字に翻訳しなかったなら、中国は、西洋の 律 継受する上 倍以上の労をかけたとしても半分の成果をも得られなかったであろう。百年後 今日であっ なら は、外来語をカタカナに変換する方法で外国の法律概念を日本語化し かもしれないであろう。そうだとす 、中国は、カタ ナで書かれた日本語文献を読むよりも自ら直接に翻訳したほうがよ ので、西洋の法制度・学説 継受 おいて自助
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努力するしかないであろう。中国は、漢字を共通にする日本語文献を参考とすることができたので、西洋の法律概念を導入 て法律を制定する上で、図らずも日本の協力を得たということにな 。中国語で示される多くの民法上の法律概念、例えば法人、法律行為、意思表示などの法律専門用語は、日本民法の漢字用語をそのまま借用したも であり、不当得利（日本語で 「不当利得」 ） 、使用借貸（日本語では「使用貸借」
─
日本民
法五九三条）などの用語は日本語に少々調整を加えたものである。日本が西洋の法律概念を漢字に変換し、それを東アジア諸国に伝えてきた歴史は、その後途絶えた。近年、 では、外来語を漢字に変換することなくカタカナで表記することが多くなったため 日本の 文献は漢字用語への変換機能を失い、西洋の新しい法律概念の中国語訳ももはや日本語の漢字用 媒介 ことができなくなったからである。日本民法典中の法律概念は今でも漢字表記が基本であるが、最近、変化の兆しも見せているようである。例えば、 「民法（債権法）改正検討委員会」改正試案は、取引においてよく使われる

























なければ、一年足らずの に民法典の制定を完成させ ことは 外 法典 直接に翻訳 ない限り、ほぼ不可能に近いであろう。
中華民国民法は、法典編成の体裁からみると、日本民法よりもドイツ民法に近い。ドイツ民法のように五編
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る「債権の発生」という節に置 ている も 参考 し も であり、ドイツ これらを各種の債権の中に置いているのとは大きく異なっている。
中華民国民法における日本民法の継受の規模についてはドイツ民法やスイス債務法の継受と同列に論じるこ
















したものであるが、契約の解除に関する規定は、体裁および内容ともに一九〇〇年のドイツ民法と大きく異なり、むしろ日本民法に近い わが国民法債権編通則における契約解除の規定は、主に第三節（債権の効力）第四款（契約）二五四〜二六二条に置かれて、給付不能と遅延の場合における契約解除の要件を定めるだけでなく、解除権の行使、効果および消滅 ついても定めている。日本民法債権編は第二章（契約）第一節（総則）において契約解除について規定して るが、わが国民法の体裁とは異なっている。しかし わが国民法二五四〜二六二条と日本民法五四〇〜五四八条の規定とを比較してみれば、日本民法は、わが国の母法ではないとしても、民法制定時の立法者が参考にした最重要立法例であったと えよう。ただ、中華民国民法の立法者は、日本民法中のフランス民法 要素をほとんど採用しなかった。唯一において重要 例外として、フランス民法一一六六条の定める債権者代位をモデルとした日本民法四二三条が中華民国民法
（二二四条）
に継受されたこ





おける中華民国民法の寿命は二〇歳にも満たなかっ 。中華民国民法は台湾に生き残り、 「台湾民法」とし生まれ変わらざるを得なかった。しかし、台湾における中華民国 下の学説 弛まぬ努力により、中華民国
106



















民法学説の発展に大きな影響を与えている。日本または台湾で日本法の教育を受けた経験がなくても、日本の基礎教育を受けたことがあり、日本語に精通し、戦後台湾の法学界に大きな役割 果し 人も少 ない。これらの民法先輩諸氏は、絶えず日本民法から活力の源泉を 民法理論に注ぎ、七〇年代までは、日本民法の法学文献は台湾民法教科書の著作者の不可欠な参考資料となっていたのである。（２）日本におけるドイツ学説の継受第二に、第二次世界大戦前は日本民法学におけるドイツ民法学説継受の絶頂期であった。日本民法の中にフ








ただ日本民法四一五条において、 「債務者がその債務の本旨に従った履行をしないときは、債権者は これよって生じた損害の賠償を請求することができる。債務者 責め 帰 べき事由 よって履行 することができなくなったときも、同様とする。 」と定め のみである。こうしてみる 、日本民法は、債務 履行の体系
108
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さらに揺 ぎのないものとなった。 が国民法学界 伝統的 ドイツ語 直訳である積極的侵害契約（債権）ではなく、 「不完全給付」 いう用語に慣れ親しんできたことから見れば、わが国の不完全給付理論は、間接的に日本から継受した可能性が大きいよう 思われる。
前述した不完全給付理論の継受の過程から、東アジアにおける法律の継受に関する興味ある現象を観察する



















性がある。これに反して、登記を効力発生要件とする主義の下では 債権者が、不動産所有権の登記を待たずに、債務者の債務不履行のみによって、そ 所有権を取得することはありえない。立法論においてこのような約定を有効と承認する も、せいぜい抵当 者に移転登記の 務を負わせるにすぎな 。ドイツ民法一一四九条の規定の趣旨も同様である。台湾民法は、ドイツ民法に倣って不動産登記と動産の引渡しをもって効力が発生するとしている
（七五八条、七六一条）
が、学説は、時に立法例におけるこの基本的な違いを無視
し、日本民法とその学説を継受しようとする。日本学説を継受すると ても、こ 基本的 法律原則の相違を考慮 なければ らない。さもなけ ば 時空の錯覚に陥りかねない 台湾は、二〇〇七年に物権 を改正し、
110
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に精確にドイツ 律文献 駆使することができる。このような事情により、台湾民法に対する理解は、もはや日本を媒介とする必要がなくなり、直接に補修材料と操作技術を輸入でき よう なった。（２）日本民法学の潮流の変化日本民法学の影響が衰退したもう一つの原因は、日本民法学の変化である。台湾が直接にドイツ民法学説を
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者の原意を反映することができる。しかし、このことは、ドイツ民法学説に依拠してきた学説の伝統との断絶、あるいは伝統的にドイツ法を中心とする学派との衝突を免れない。そのため、日本民法 をめぐる議論は、戦前とは全く異なる様相を呈するようになった。こ ことによって、台湾 民法学者は、日本民法とドイツ民法の間に重大な差 が存在し、したがって、主にドイツ民法を継受した台湾民法とも顕著な差異が存在することを認識するようになり、日本民法学説はもはや信頼できる継受対象と てみなされなくなった。こうして、フランス民法を中心とする日本民法学文献は、台湾の学者に って単なる比較法研究 対象にすぎないものになったのである。
戦後、フランス民法が日本民法の母法としての地位を奪還し、日本民法学界の寵児になったことは、日本民























が断絶することはなかった。国民党とともに中国大陸の蘇州大学から台湾に移転してきた私立東呉大学の法律学科は、従来から英米契約法 不法行為 必修科目としていた め、英米法研究の人材が絶えることはなかった。また ヨーロッパに し、伝統的 大陸民法を研究する者が多か たとはいえ アメリカ法の研究は、言葉の便もあって、多くの重要 研究成果を生み出した。例えば、一九八八年わが国司法院と国立政治大学が共同で訳したアメリカ法リステイトメントはその一例である
九〇年代以降、もともと大陸法系の独壇場であった伝統的民法領域においても、台湾は、少しずつアメリカ
の法律制度を採用するようになった。例えば、アメリカ法の懲罰的損害賠償制度は多くの研究者の研究対象なっただけでなく 台湾消費者保護法五一条は明文でこれを導入した。 なわち、 「本 より提起する訴訟
114
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において、企業経営者の故意による損害について、消費者は、損害の三倍以下の懲罰的賠償金を請求できる。ただし、過失による損害については、損害の二倍以下の懲罰的賠償金を請求できる」 、とした。また、アメリカの新しい思考方式と新しい方法も台湾の伝統的な法律思考モデルに衝撃を与えている。アメリカの法と経済分析は、アメリカ留学の学者によって台湾に紹介されてから 台湾の若い法律家の間で風靡した。それを万能薬として、科学的な経済分析方法をも すべての法律問題を解決できると期待する者も少なくなかっ これに対して、伝統的な大陸法系の法学方法論は弊履 ごとく捨てられることになった。日本民法学界で流行した利益考量論の方法が台湾民法 方 論に及ぼした影響は、きわめ 限られたものにすぎなかった。
台湾民法学は、ますます多元化し、多種多様なものになっている。しかし、地縁および密接な経済関係、さ












を占めてきたのは明らかである。日本は、明治維新以後、東アジア諸国がほとんど知らなかった西洋の法律文献と法典（草案）を大量に翻訳した ヨーロッパの成文法典の法律概念を漢字で表現し、中華文化の影響を受けた多くの国がそれを法律近代化の基礎として採用した。こうして、東アジア民法界における日本の指導的地位は知らず知らずのうちに確立していった しかし 種々の要因により 日本の指導的地位は徐々に挑戦を受けるようになった。まず、東アジア諸国は、法律文化のレベルが高くなるとともに、もはや日本を媒介することなく、直接 西洋 法律制度 輸入するようになった。近年、中国経済の台頭に伴って、西洋諸国が各種の方法により積極的にその法律制度を紹介し、中国 法近代化のために採用させ うとしているだけではなく、中国自身も民法典を制定することによって世界から認められようとしている。次 のグローバル化の下で、契約法は取引秩序の法律規範として 盛んに統合の方向に進み、世界契約法の合流ともいう現象である。個人的な観察によれば 世界契約法 合流は、主に超国家的私 体系（
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日本統治期の法律学者の養成 王泰生 台湾法律史概論』 （二〇〇九年、元照）二二四〜二三八頁。
（
22）　
台湾大学法律学科教員 経歴については、王泰生『台湾法的世紀変革』 （二〇 五年、元照） 八 頁以下。
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加藤雅信『現代法学の展開』 （有斐閣、一 九三年）第三章「日本民法学の潮流」一一 〜一 一頁。
（
32）　
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S.99-114, 111. 参照。
（
35）　
これについては、陳自強「欧州契約法発展之最新動向」で詳細に論じている。
